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科研費への応募の現状（総括）

＜全体の傾向＞
〇 基金制度導入後の平成24年度公募以降、3年連続で応募数は増加している（年平均
３．９％の伸び）。年による変動はあるが、過去15年においても増加トレンドにある
（年平均１．８％の伸び）。

＜機関種別の傾向＞
〇 応募数の増加は、大学による寄与が8割以上を占める。対前年度伸び率では、過去
１０年間、私立大学が国立大学をほぼ一貫して上回っている。

＜分野別の傾向＞
〇 応募数の増加は、生物系（シェア４割超）の寄与が大きかったが、近年の伸びは鈍
化している。人文社会系はシェアが小さいが、伸び率は顕著に高い（近年は寄与度も
最高）。

＜研究者数・科研費登録者数との関係＞
〇 研究者数、科研費登録者数は、過去からほぼ一貫して増加傾向にあるが、伸び率は
近年鈍化している（※大学全体では増加しているが、企業の研究者、短大・高専の科
研費登録者数は減少傾向）。

〇 登録率（科研費応募資格登録者数／研究者数）は、大学全体（平成26年度）で６８
％（国立５８％、公立７５％、私立７７％）。国公私立ともに登録率は増加傾向。

〇 応募率（応募件数／科研費登録者数）は、大学全体で4割程度。私立大学が２５％
程度で安定している一方、国立大学は平成18年度の７０％をピークに減少し、24年
度以降に反転（直近３年で５ポイント増、６０％弱に上昇）。
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科研費の応募件数、採択件数、採択率の推移（全体）
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（３－ｂ）応募件数シェアの推移（平成１６～２７年度））

（研究機関種別）

国際機関

一般社団法人又は一般

財団法人

特殊法人、独立行政法

人
国公立試験研究機関

企業等の研究所

大学共同利用機関法人

短期大学・高等専門学校

私立大学

公立大学

国立大学

科研費の応募件数の推移（機関種別）
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（３－ａ）応募件数の推移（平成１６～２７年度）
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・国立大学は、４万～５万件で推移し、２４年度以降は増加傾向。私立大学は１０年間で１万件増加。
・応募件数のシェアは、私立大学が３割程度まで拡大する一方、国立大学は５割まで減少。
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科研費の応募件数の推移（分野別）

・生物系は、５年間で３．５万～４．５万件で推移し、シェアも約半分を占めている。
・理工系は、５年間で２万～２．４万件まで増加。
・人文社会系は、５年間で１．２万件から１．７万件まで伸びており、伸び率が高い。
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・科研費の応募資格登録者数は増加傾向。国立大学、私立大学は、８年間で１０％を超える伸び。
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・応募資格者の登録率は、国公私ともに増加傾向。公立大学の登録が急激に伸びている。
・応募件数比率は、私立大学が約２５％で推移。国公立大学は低下傾向が続いたが、２４年度以降は上昇傾向。

国公私立大学別の応募資格登録者比率、新規応募件数比率の推移
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国立大学  135,454  138,179  137,531  138,346  139,415  141,472  142,667 143,313  144,299
公立大学  22,483  22,548  22,133  22,298  22,067  22,312  22,272 22,679  23,049
私立大学 137,539  140,466  142,828  145,203  147,505  148,315  148,973 149,252  150,310

国立大学 74,776 76,130 77,981 79,312 80,529 81,177 82,073 82,392 83,646
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国立大学 52,007 49,740 51,734 50,620 45,349 46,956 44,269 46,978 48,194
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私立大学 25,188 25,000 26,338 27,714 26,286 27,024 27,036 28,320 29,344
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科研費に関するアンケート調査結果①

１．科研費の応募・採択に関する組織的目標

○ ３割の研究機関で、科研費の応募・採択につい
ての全学的な数値目標を設けている

○ 一方、２割の研究機関では、全学・部局いずれ
も目標は定めていない。

２．機関における研究力の自己評価・分析への科研
費の活用

○ ９割の研究機関が、科研費の応募・採択を活用
している。

○ ６割の研究機関が、科研費の応募・採択を、全
学、部局の双方において活用している。

調査対象： 全国立大学及び平成２６年度の科研費の採択件数が２００件以上の研究機関（計１１５機関）
調査時期： 平成２７年３月
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30%
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示的に位置づけていますか。
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の双方におい

て活用している
63%イ 全学的な分

析でのみ活用
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20%
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析では活用し

ていないが、一

部の部局で活
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8%
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いずれも活用し

ていない
9%

科研費の応募・採択の状況に関する情報について、貴

学の研究力に係る自己評価・分析に活用しています

か。
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科研費に関するアンケート調査結果②

３．科研費への応募・採択に向けた組織的対応

○ 組織的な対応をとっていない研究機関はない。
○ ほぼ全ての研究機関で、科研費の応募に向けた
組織的支援を行っている。

○ ６割以上の研究機関で、実績に応じたインセン
ティブの付与、不採択課題への支援の対応を行っ
ている。

４．教員評価と科研費の関係

○ ６割の研究機関で、科研費の採択状況を教員評
価の指標に位置づけている。

○ ２割の研究機関では、全く位置づけていない。

ア 応募を義務づけている

イ 応募又は採択の実績に応じてイン
センティブを付与している

ウ 応募に向けた支援（調書作成の援
助、説明会等）を行っている

エ 交付期間終了後の研究費につい
て配

慮している

オ 不採択となった課題から一定数を
支

援している

カ 組織的な対応はとっていない

キ その他

調査対象： 全国立大学及び平成２６年度の科研費の採択件数が２００件以上の研究機関（計１１５機関）
調査時期： 平成２７年３月
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○国立大学の基本機能の維持向上
○ポイント1:優れた資質・能力を有する多様な入学者の確保と受入環境の整備
○ポイント2:大学間等の機能的な連携・共同による教育研究水準の向上

○以上の取組（基本機能とポイント1～2）に係る財政措置及び制度改革の在り方

国立大学は、今後、以上の取組を主体的にかつ着実に実行していく。他方、国には、厳しい財政状
況の下ではあるが、これらを支える制度・環境の整備と支援を要請するものである。その中で、特に
教育研究経費の配分については、教育研究の特性である多様性、長期的な視野、自由な発想等の
重要性に鑑みて、次のような基本的な考え方に基づくべきである。

① 基盤的な教育経費は安定的な運営費交付金で保証する。そのためにこれ以上の運営費交付金
の削減は行わない。

② 個々の大学の特長を活かした基盤的な研究や研究者の独自性の高い研究についても運営費交
付金で安定的に措置する。

③ 大学・研究組織の連携・共同で展開する研究・教育については、運営費交付金の一部と文部科学
省内の競争的資金の一部を一体的に活用できるよう柔軟かつ競争的に支援する。

④ 研究者の個々の自由な発想に基づいたボトムアップ研究は、文部科学省科学研究費補助金で支
援する。

⑤ 各省庁が牽引する社会ニーズに対応するための研究費については、各制度の趣旨・目的や相互
の関連性を整理した上で、大学間、連携グループ間、あるいは個人間での競争性に基づいた方法
により配分する。

国立大学の将来ビジョンに関するアクションプラン（抄）
(平成２７年９月１４日 一般社団法人 国立大学協会）
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応募件数計 77,979 83,548 79,433 80,394 78,679 89,568 94,440 91,773 96,372 96,565 89,097 91,737 88,808 93,888 96,528 99,475 103,315 107,303 111,445 115,746 120,214

平均採択率 21.6% 21.1% 22.7% 21.4% 22.5% 21.6% 21.5% 22.2% 20.3% 22.5% 22.1% 28.1% 27.9% 27.0% 26.6% 26.2% 25.2% 24.2% 23.3% 22.5% 21.6%
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応募件数・採択率の推移①（高位推計）

２４年度から２７年度（３年間）の平均伸び率 ３．９％

目標とのギャップは８％
＝約１０，１００件（※）

※ ２８年度以降の採択率は、採択件数が、２７年度と同数と仮定して試算。
また、応募件数の推計値に対して、採択率３０％で採択した場合の採択
件数と、採択率の推計値で採択した場合の採択件数との差を試算。

11



Ｈ12年

度

Ｈ13年

度

Ｈ14年

度

Ｈ15年

度

Ｈ16年

度

Ｈ17年

度

Ｈ18年

度

Ｈ19年

度

Ｈ20年

度

Ｈ21年

度

Ｈ22年

度

Ｈ23年

度

Ｈ24年

度

Ｈ25年

度

Ｈ26年

度

Ｈ27年

度

Ｈ28年

度

Ｈ29年

度

Ｈ30年

度

Ｈ31年
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度

応募件数計 77,979 83,548 79,433 80,394 78,679 89,568 94,440 91,773 96,372 96,565 89,097 91,737 88,808 93,888 96,528 99,475 101,236 103,028 104,851 106,707 108,596

平均採択率 21.6% 21.1% 22.7% 21.4% 22.5% 21.6% 21.5% 22.2% 20.3% 22.5% 22.1% 28.1% 27.9% 27.0% 26.6% 26.2% 25.7% 25.2% 24.8% 24.4% 23.9%
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応募件数・採択率の推移②（低位推計）

１２年度から２７年度（１５年間）の平均伸び率 １．８％

目標とのギャップは６％
＝約６，６００件（※）

※ ２８年度以降の採択率は、採択件数が、２７年度と同数と仮定して試算。
また、応募件数の推計値に対して、採択率３０％で採択した場合の採択
件数と、採択率の推計値で採択した場合の採択件数との差を試算。
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